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調査研究の目的 

ポスト工業化やグローバル化の社会趨勢のなかで、労働関係は世界的に大きく変化してお

り、労働法のあり方も大きな変容期にある。かつての「労働法」は、19 世紀から 20 世紀に

かけての工業社会のなかで社会的に中心となった「無期・フルタイム・集団的・従属労働者」

を対象とし、これに対し「国家」が一律に規範を設定するという性格をもつものであったと

いわれている。これに対し、近年の社会変化は、従来の労働法のあり方の機能不全をもたら

し、労働法システムの根本的な改革を迫っている。そこで、本研究は、労働条件決定システ

ムに係る法をも含む広い観点から、労働関係の変化に対応した新たな労働法のモデルを提示

することを目的として行ったものである。 
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研究結果の方法 

１．この研究においては、分析・考察の基軸として、次の 2 つの仮説を立てた。 
〔仮説 1〕決定のレベル：労使関係・労働関係では分権的な交渉・コミュニケーションが

重視されるようになってきている。 
〔仮説 2〕決定のプロセス：しかしそこでは個別の交渉・コミュニケーションより集団的

な交渉・コミュニケーションが重視されている。そしてその集団的な交渉・コ

ミュニケーションの場では、多数者の決定のみならず少数者の意見をも重視す

る傾向にある。 
なお、仮説 1 における分権化とは、労使交渉・協議のレベルが集権的なもの（例えば産業

レベルの労使交渉）から分権的なもの（企業・事業場レベルでの労使交渉）に移行する動き

だけでなく、法律による集権的な決定・規律から当事者の交渉による柔軟な決定にシフトす

る動きをも含んだ、広い概念である。仮説２における分権的な交渉・コミュニケーションの

場とは、使用者と労働組合の団体交渉・労使協議だけでなく、企業委員会、事業所委員会、

労使委員会など法律によって定められた従業員代表組織、企業によって設けられた苦情処理、

紛争解決、情報集約・情報提供制度など、多様なものを包摂する概念である。 
２．この研究では、この 2 つの仮説を軸として、次の 3 つを柱とする分析・考察を行い、変

化に対応しうる新たな労働法のモデルを理論的に析出するという作業を行った。 
① 法学、政治哲学、労働史、法と経済学という複数の学問分野から、労働関係の変化を

めぐる問題について考察し、2 つの仮説がもつ理論的な意味を明らかにする。 
② 諸外国の労働関係・労働法の動態を分析し、2 つの仮説の妥当性やその背景にある諸

制度を各国ごとに検証する。ここでは、フランス、ドイツ、イギリス、アメリカ、日

本の 5 か国を研究対象とし、各国の歴史的背景や社会的基盤の違い等に細心の注意を

払いながら、各国が直面している現実の課題や諸改革をヒアリング等を通じて動態的

に分析することに努めた。 
③ 日本企業の労働関係・労使関係の実態を調査し、日本企業における 2 つの仮説の妥当

性や意味を検証することである。新たな法システムを構想するにあたっては、その適

用対象となる日本企業の実態を知り、そこでの問題点を克服しつつ実態との親和性を

もちうる規範システムを設計することが重要になる。企業規模、労働組合の有無・数、

事業の性質等の点で多様になるよう配慮しながら調査対象企業を 6 社選択し、各社に

繰り返し聞き取り調査を行った。 
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研究の概要 

１．総論（第 1 章） 
（1）法学からの考察 

法学からの考察においては、法学、とりわけ近年の社会変化のなかで新たに提唱されてい

る 2 つの法学的アプローチ―フランスを中心に提唱されている「法の手続化」理論とアメリ

カで提唱されている「構造的アプローチ」―から、この 2 つの仮説のもつ含意と課題が明ら

かにされた。決定レベルについては、複雑化・不確実化した社会において正統性を支える新

たな理性として「手続的理性」が重視されるという観点からも、今日の複雑で根の深い問題

を効率的に解決し利益を生み出すという「経済的効率性」の観点からも、問題にかかわる当

事者による分権的な交渉・コミュニケーションが重要になる。もっとも、そこでは、分権的

決定と集権的決定をいかに棲み分け、いかにバランスをとっていくかが課題となる。決定の

プロセスについては、複数の視点から自由に討議をし調整をすることに新たな理性(手続的理

性)を見出すという観点からも、労働者の本音を引き出して不満や問題を解消しやる気を高め

るという観点からも、個別の交渉・決定ではなく、少数者の意見・利益をも踏まえた集団的・

文脈的決定が重視される。 
（2）政治哲学からの考察 

政治哲学からの考察においては、労働関係の変化を、中間集団と「社会的なもの」の再編

という文脈において考察した。その変化を端的に表現すれば、「福祉国家」が、1970 年代以

降のリスクの多様化・個人化のなかでその基盤（社会的連帯）を失いかけている。そこで、

現在多くの国々に共通して大きな役割を担うようになっているのが、諸個人のあり方の多様

性に適合しつつ、個人により多くの社会的紐帯を提供する「中間団体」である。これを 2 つ

の仮説との関係でみると、決定レベルの分権化は、社会の個別化・多様化のなかでよりきめ

の細かい対応を求める動きといえる。決定のプロセスについては、現在の社会においてもっ

とも貴重な社会権とは社会的紐帯への権利であり、社会的関係性を欠いた個別の交渉ではそ

れを実現できない。その場合も、社会的関係性とはあくまでそこに属する個人の権利をより

よく実現するためのものであり、そこでの決定において、多様な少数者の意見がより重視さ

れてしかるべきである。 
（3）労働史からの考察 
 労働史の視点からは、日本における集団的労使関係のあゆみをその起源にまで遡って検討

し、現代における労使交渉の歴史的前提を明らかにすることが試みられた。歴史的経緯を経

て形成された日本の集団的労使関係の特徴としては、①企業別の「分権的」な関係の原点が

既に戦前に形成されていたこと、②戦前に培われた基盤のうえで戦後誕生・増加していった

労働組合は工職混合組合の形態をとり工員と職員を広く包摂するものであったが、そこで組

織化されたのは正規従業員であったこと、③日本の労働者組織は使用者のイニシアティブで

再編・組織化されていったという歴史的経緯をもち、そこでは経営家族的イデオロギーの下
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で労働者個人の視点が弱いといった点が、指摘されうる。 
（4）法と経済学からの考察 

法と経済学の観点からの考察では、「分権化」と「集団化」を理論的に接合し、システム

構築の指針を探ることが試みられた。そこではまず、①価値観や嗜好が多様化している社会

では、「分権的」な交渉・決定の方が多様な選好にきめ細かく対応できるため望ましく、また、

②労使の協力によって双方の利益（協力的余剰）を高める交渉ができ、リピート・プレイヤ

ーとしての効率化や交渉や管理にかかるコスト（取引費用）の削減を図ることもできる点で、

「集団的」な交渉・決定は利点をもつことが示された。そして、「分権化」と「集団化」の相

互関係について、「分権的」交渉のレベルを適切に設定することが「集団」の機能を十全に発

揮させるための条件であるとし、具体的には、交渉事項が多くの労働者の利益にかかわる性

質（公共財的性質）をもつ場合には、その決定権限があるところで交渉を行うことが望まし

いことが明らかにされた。 

 
２．比較法（第 2 章） 
（1）フランス 

フランスでは、伝統的に、法律の詳細な規定や産業別の労働協約によって労働条件等が決

定されるという集権的な土壌が存在していた。しかし、特に 1980 年代以降、「分権化」が進

んでいる。それは、法律による一律の規制から労使交渉による柔軟な規制への移行、産業別

交渉から企業レベルでの交渉・協議への重心の移動という大きく 2 つの形で生じている。も

っとも、分権化に当たっては、法律や産業別協約で規制の基本的な目的・方向性や枠組みが

定められ、その具体化や補充を分権的な交渉によって行うという例が多く、また、健康や安

全など労働者の基本的権利は分権化によっても侵害されてはならないとされている。決定の

プロセスに関しては、「集団」が重視されており、法律規制の個別合意による解除（オプトア

ウト）は認められていない。 
（2）ドイツ 

ドイツでは、伝統的に、企業外に存在する産業別の労働組合と企業内の事業所委員会から

なる二元的な労使関係制度が構築されていた。これに対し、1980 年代以降、産業別労働協約

の開放条項による事業所協定への委任、特定企業を対象とした労働協約の増加という形で、

決定レベルの「分権化」が進んでいる（これに加えて労働協約に開かれた法律規定も増加し

ている）。もっとも、この「分権化」は産業レベルの労使の同意に基づいて行われるものであ

り、この集権的レベルでの方向性・枠組みの決定を離れて分権化することは現時点では認め

られていない。決定プロセスについては、個々の労働者の力の弱さを考慮してなお「集団」

が重視されており、法律規定・労働協約・事業所協定の基準を下回る個別契約の効力は認め

られていない。また、集団的決定における少数者の意見・利益への配慮は、労働協約におい

ては任意加入と平等権の保障、事業所協定においては比例代表制選挙など多様な利益が反映
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されるような制度的保障と裁判所による公正審査の形で、法的に制度化されている。 
（3）イギリス 
 イギリスでは、そもそも産業レベルの団体交渉・労働協約を中心とした集団的自由放任主義の

伝統が存在し、その正統性はこれに拘束力を認める個人の同意（契約）に求められていた。これ

に対し、1980 年代以降、集権的な交渉の硬直性が指摘され労働組合の権利が法的に制約されて

いくなかで、産業レベルの団体交渉は後退し、それに代わって労働者個人に権利を付与する法律

が多数制定されるようになった。現在の労働党政権は、効率性と公正さを確保するという観点か

ら、2 つの集団的なチャンネルの形成を促そうとしている。1 つは、労働組合による団体交渉の

促進であり、もう 1 つは、企業内の情報提供・協議制度の創設である。これらの集団的チャンネ

ルが実際にどれくらいの影響力をもちうるかは未だ定かでないが、制度的には再「分権化」を模

索する動きと捉えることもできよう。決定のプロセスについては、労働時間規制について個別の

同意による規制解除（オプトアウト）が認められるなど、個人を重視したものとなっている。 

（4）アメリカ 

 アメリカでは、1930 年代に確立された団体交渉法制の下、団体交渉と労働協約を基盤とした

集団的労使関係が形成されていた。しかし、1960 年代以降、労働組合が徐々に衰退していくな

かで、これに代わって労働者個人に直接権利を保障する法律が数多く制定されるようになる。こ

れは決定のレベルという点では、「集権化」の動きといえる。近年、問題を認識し解決する集団

的なプロセスを重視する動きが判例や立法のなかでみられるようになっており、先進的な企業で

は実際にそのような取組みが進められている。その限りでは、「分権化」の動きもみられるよう

になっているといえよう。決定のプロセスについては、伝統的な団体交渉の枠組みでは、過半数

代表による排他的交渉制度とされており、「多数者」による「集団」的な決定が重視されるもの

となっている。新たにみられている企業内での集団的な問題解決プロセスにおいては、少数者も

プロセスに直接参加・関与し、その意見・利益が吸収・反映されるシステムとなっている。 

（5）日本 

日本では、国家による集権的な決定・規律とともに、企業別の労使関係における分権的な

決定という 2 つのレベルが存在していた。これに対し、1980 年代後半以降、法的には国家

による一律の規制から企業レベルでの柔軟な決定へとシフトする「分権化」の動きがみられ

ている。その範囲は、制定法においては、労働時間規制、労働安全衛生、労働者派遣の受入

期間、継続雇用の対象となる高年齢者の範囲、女性の活用、子育て支援対策、従業員発明の対

価など、多種多様にわたっている。法律規制の例外設定の場面では「集団」が重視されている

といえる。また、集団的コミュニケーションにおける少数者の意見・利益への配慮の点では、

労基法上の労使協定や労使委員会制度において、過半数組合がある場合には過半数組合が重視

され、それ以外の少数者の意見・利益が反映されるシステムにはなっていないといった特徴が

認められる。 
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３．日本企業における実態（第 3 章） 
日本企業の労働関係・労使関係の実態調査を行い、各社の労使コミュニケーションのルー

トと意思決定の実態を整理したうえで、2 つの仮説に基づく考察を加えた。調査対象は、ト

ヨタ自動車、東日本旅客鉄道、総合小売業 A 社、ユニクロ、サイバーエージェント、専門工

事業 B 社。 
いま各社では、労使コミュニケーションの見直しと強化が行われている。変化への対応や

業績の安定・拡大のためには労使コミュニケーションの充実が不可欠との考えから、コミュ

ニケーションのルートの重層化あるいは実質化が図られている。 
この変化を、コミュニケーションのレベルという観点からみると、2 つの側面から、概ね

「分権的」なコミュニケーションが重視されるようになってきているということができる。

１つめは、ブロック・部門・店舗・職場レベルで実効的な議論・提案のルートが配され、そ

れを通じて労働者が発言している点である。このことは業種や規模、労働組合の有無にかか

わらない。制度化されたものの他に、日常的に上司や現場の管理者による吸い上げも行われ

ている。2 つめは、集団的労使関係の場において団体交渉等のフォーマルな交渉・協議より

も、より柔軟性の高いコミュニケーションが重視されるようになってきた点である。 
コミュニケーションのプロセスについては、「集団」を重視しつつも、上司等「個別」の

コミュニケーションの役割も高まっている。「集団」のあり方は、労働組合によるものから会

社主導のもの、制度化されたものから制度化されないものまで多種多様であるが、「集団」の

方が効率的かつ公平性が高い、「集団」による議論を通じてコミットメントが高められるとい

う考え方を背景に、「集団」的なコミュニケーションを重視する傾向がみられる。その内容を

類型化してみてみると、労働組合がある場合は労働条件・労働環境等労務関連事項について

労使で定期的に向き合う場が保障されている。他方、労働組合がなく能力主義を徹底してい

る企業では概して事業戦略や経営戦略に関する関心が高く、労務関連事項への対応が遅れが

ちになる傾向がうかがえた。また、制度化された機構では安定的で円滑な対応が図られると

いうメリットがあるが、制度化しない機構には関係者によるオープンな議論がしやすくなる

というメリットがあることがうかがえた。こうした集団的プロセスに加え、個人的な不満・

苦情や個別の提案等を吸い上げるために、上司や相談窓口を通した個別のルートも配されて

いる。なお、集団的なプロセスの公正さのチェックや問題解決のサポートのために外部の第

三者が介入するという仕組みはほとんどみられていない。労働組合との交渉・協議の場にお

いては、非組合員である管理職層や非正規従業員、組合員のなかでも少数派（今回の調査対

象では非現業従業員、少数組合）に関するテーマがとりあげられることは少なく、多数派中

心のコミュニケーションとなっていることが少なくない。労働組合のない企業では、これら

とは対照的に、いずれも全社員が参加し発言できる場が設けられている。 
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４．まとめとモデルの提示（むすび） 
（1）決定レベルの分権化 
 分権的コミュニケーションによる決定は、法哲学の観点からは、複雑化した問題を認識・

解決するための新たな理性（手続的理性）の実践の場として、政治哲学の観点からは、個人

のあり方の多様性に適合しつつ個人に社会的紐帯を提供する「中間団体」の 1 つとして、ま

た、法と経済学からは、多様化する価値観や嗜好にきめ細かく対応するための方法として、

望ましいものであることが示された。 
比較法的には、法律による集権的決定から当事者による交渉・決定へという動きとともに、

労使交渉が伝統的に集権的に行われていたフランス・ドイツでは労使交渉のレベル自体が分

権的なレベルへ移行している。もっとも、分権化が進められても、その前提となる基本的な

目的・方向性や枠組みは集権的なレベルで定められることが多く、また、平等権や健康・安

全など労働者の基本的権利に関しては分権化によっても侵害されてはならないとされている。 
 日本では、すでに企業レベルの分権的な労使関係が形成されており、そのなかでも現場で

の柔軟なコミュニケーションを重視する動きがみられている。また、法律上も、労使の柔軟

な決定を重視しようという動きが進められている。 
（2）決定のプロセス 

日本の労使関係を歴史的にみると、集団的決定が重視され、特にそこでは正規従業員中心

の関係が築かれてきた。現在の日本の実態をみると、労働組合がない企業では、多数派・少

数派の区別なく全社員が参加・発言できる場が設けられ、多様な意見の吸収・反映が図られ

ている例もみられるが、そこでは労働条件など労務関連事項に関する意見があがってきにく

いという傾向が認められる。法的には、法律上の分権化のプロセスでは過半数組合（それが

ない場合には過半数代表者）の決定を重視する手続がとられている。 
比較法的には、労働者個人の交渉力の弱さや、集団的サポートがないところでの権利実現

の実効性のなさを理由に、集団を重視する動きがみられている（フランス・ドイツでは伝統

的に集団を重視する傾向が強く、アメリカ・イギリスでは集団の重要性が再認識されつつあ

る）。かつ、そこでは単純な多数者決定ではなく、少数者の意見や利益に配慮した制度設計が

なされている。それは第 1 に、少数者の参加・意見反映を促す手続面での保障（開かれた団

体交渉の場の設定、従業員代表の比例代表制選挙など少数者も代表されやすいシステム、少

数者にも開かれた問題解決プロセスの設定など）、第 2 に、多数者の決定によっても侵害さ

れえない実体的な基本的権利の保障である。 
法哲学の観点からは、複雑化する問題の認識・解決のためには少数者の意見・利益をも踏

まえた析出的な調整こそが必要であるとされ、政治哲学の観点からは、現在の社会で求めら

れている社会的紐帯・社会的関係性とは、そこに属している個人の権利をよりよく実現する

ものであるため、単純に多数者の意見が優先されてはならないとされる。また、法経済学の

観点からは、分権的交渉のレベルを適切に設定することが集団の効率性を十全に発揮させる
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ための条件であり、具体的には、交渉事項が多くの労働者にかかわる性質を持つ場合にはそ

の決定権限があるところで交渉を行うことが望ましいとされている。 
（3）新たな労働法のモデル 

以上の考察の結果から析出される新たな労働法のモデルは、以下のようなものである。 
第 1 に、法律や判例による画一的な基準・規制よりも、労使交渉による柔軟な交渉・決定

を重視する「分権的」な法システムを構築することである。その手法としては、①法律上基

準となる規制を定めたうえで、分権的な交渉・決定が適正になされている場合には、その規

制を解除するという手法（現行の労働基準法と労使協定・労使委員会の関係と同様の手法）、

②判例で設定されている使用者の義務・責任について、分権的な交渉・決定に基づき十分な

配慮・予防措置が尽くされている場合には、使用者の責任を免除するという手法などが考え

られよう。交渉が適正に行われない場合に課される原則的な規制・責任を高く設定しておく

ことは、適正な分権的交渉を促すために重要である。また、この分権化を進める前提・基盤

として、基本的な目的・方向性や制度の枠組み、および、労働者の基本的権利の保障を集権

的に定めておくことが必要である。 
第 2 に、分権的な交渉のプロセスとして、集団的で、かつ、少数者の意見・利益を反映で

きるプロセスを構築することである。その具体的なあり方としては、比例代表方式で代表を

選出する従業員代表組織等を法律上制度化する、労使等利益関係者によって問題の性質にあ

った開かれた交渉が行われるよう法的に促す（適正な交渉が行われていない場合には法的サ

ンクションを課す）、といった方法がありうる。 
ただし、ここで提示した労働法のモデル（基本的枠組み）は、本研究における限られた検

討・考察を総合して析出した 1 つの試案にすぎない。これを契機に、さらに多様な観点から

考察を深め、具体的な法制度設計につなげられるよう議論を重ねていくことが、今後の課題

である。 
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